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１　目　的
この消防計画は、消防法第8条第1項に基づき、　　　　　　　　　　　　　における防火管理業務について必要な事項を定めて、火災、震災、ガス漏れ事故、その他の災害の
予防及び人命の安全並びに被害の防止を図ることを目的とする。

２　消防計画の適用範囲

この計画は、　　　　　　　　　　　　　に勤務し、出入し又は居住する全ての者に適用するものとする。

３　防火管理対象物の把握

防火管理者は防火管理業務を適切に遂行するため、別紙1により、建築物、その施設及び消防用設備等の状況を把握する。

４　防火管理者の権限及び業務

防火管理者は　　　　　　　　　　　　　とし、この消防計画について一切の権限を有するとともに、次の業務を行うものとする。

(1)　消防計画の作成及び変更

(2)　消火、通報及び避難の訓練の実施

(3)　消防用設備等又は特殊消防用設備等の点検整備の実施及び監督

(4)　建築物、火気使用設備・器具の点検の実施及び監督

(5)　火気の使用又は取扱いに関する指導監督

(6)　収容人員の適正管理

(7)　管理権原者に対する助言及び報告
(8)　放火防止対策の推進
(9)　その他の防火管理上必要な業務

５　消防機関への報告及び連絡

　　管理権原者又は防火管理者は、次の業務について消防機関への報告、届出及び
連絡を行うものとする。

(1)　防火管理者選任（解任）届出 
(2)　消防計画の届出（改正の都度）
(3)　建物及び諸設備の設置又は変更時の事前連絡及び法令に基づく諸手続
(4)　消防用設備等又は特殊消防用設備等の点検結果の報告

(5)　消防用設備等の点検及び火災予防上必要な検査の要請

(6)　教育訓練実施時における指導の要請

(7)  その他法令に基づく報告及び防火管理について必要な事項
６　自衛消防組織に関すること

　　　　　　　　　　　の自衛消防組織として　　　　　　　　　　を自衛消防隊長と

し、次の任務分担によって、自衛消防隊を別紙２のとおり編成し、火災発生時にはこれに
基づき積極的に行動するものとする。

	班  　別
	任 　 務　  内 　 容

	隊　　長
	自衛消防隊の各隊員に対し、指揮命令を行うとともに消防隊と密接な連携
を図る。

	消 火 班
	火災等の発生時、消火器具又は屋内消火栓等による火災の初期消火作業に
従事する。

	通報

連絡班
	消防機関と建物内の人への通報及び関係者への連絡を行う。

	避難

誘導班
	非常口等を開放し、避難誘導にあたる。

出火階並びに上層階に直行し、避難開始の指示命令の伝達をする。


７　自衛消防活動

自衛消防隊長は、人命安全を確保するため消防用設備等の設置位置及び屋外に通じる避難経路を明示した避難経路図を作成しておくものとする。

また、火災発生時には前項に定める任務分担に基づき、積極的に行動するものとする。

８　予防管理組織

日常の火災予防並びに地震又はガス漏れ事故等が発生した場合の出火防止を図るため、防火管理者の下に火元責任者並びに建築物、火気使用設備・器具及び消防用設備等の自主点検責任者を別紙３のように定める。

９　火元責任者の業務

火元責任者は、次の業務を行うものとする。

(1)　担当区域内の建築物、火気使用設備・器具の日常の維持管理

(2)　担当区域内の消防用設備等の維持管理

(3)　地震時における火気使用設備・器具からの出火防止措置

(4)　防火管理者の補佐
10　自主点検責任者の業務
自主点検責任者は、消防法第17条の３の３に基づく法定点検のほか、必要に応じて建築物、火気使用設備・器具及び消防用設備等について、別紙４に定める点検票に基づき点検を実施し、その結果を記録するとともに、防火管理者に報告するものとする。
11　火災予防上の遵守事項

火災予防のため、全ての者は、次の事項を遵守しなければならない。

(1)　火気使用設備・器具は、使用前及び使用後には必ず点検し、安全を確認すること。

(2)　火気使用設備・器具の周囲の可燃物を取り除き、常に整理整頓しておくこと。
(3)　廊下、階段、出入口その他避難のための施設には、避難の妨害となる設備を設けたり、物品を置かないこと。

(4)　建物内で工事を行う者は、作業計画を防火管理者へ提出し、必要な指示を受けること。

(5)　消防用設備等の周辺には、その機能を阻害しないよう、装飾したり、物品を置かないこと。

(6)　その他、防火管理に関して防火管理者の指示を遵守すること。

12　建物等の自主点検
自主点検責任者は、建物構造、避難施設、火気使用設備・器具、電気設備、危険物施設等について、次表及び別紙３により点検を実施する。

	点 検 対 象 別
	点検実施月
	点 検 実 施 者

	建築構造（基礎部・外壁・内装・天井）
	　月
	月
	

	防火施設（防火戸・防火シャッター等）
	　月
	月
	

	火気使用設備・器具（ボイラー・給湯設備等）
	　月
	月
	

	電気設備（変電設備・発電設備・蓄電池設備等）
	 月
	月
	

	危険物施設等（少量危険物含む）の安全管理

及び点検
	　月
	月
	


13　消防用設備等の法定点検

防火管理者は、消防法第17条の３の３に基づき、補助者とともに建物内に設置されている消防用設備等の機能を有効に維持管理するため、次により自ら点検し又は点検資格者に点検させるものとする。

	消 防 用 設 備 等
	点 検 実 施 月
	点 検 実 施 者

	消火器具
	月
	月
	消防設備業者名を記入

	屋内消火栓設備
	月
	月
	

	スプリンクラー設備
	月
	月
	

	自動火災報知設備
	月
	月
	

	避難器具
	月
	月
	

	誘導灯
	月
	月
	

	連結送水管
	月
	月
	

	
	月
	月
	

	
	月
	月
	

	
	月
	月
	


14　点検結果の記録と報告及び不備欠陥等の整備

防火管理者は、点検の結果を維持台帳に記録するとともに、消防用設備等の点検結果に
ついて　　年に1回、消防長に報告するものとする。
なお、建築物及び消防用設備等に不備欠陥箇所がある時は、改修等について管理権原者に報告し、その改善促進を図るものとする。
15　防災教育の実施

防火管理者は、次により防災教育を行うものとする。

(1)　従業員、入居者等に対する教育は、年２回以上実施するものとする。

(2)　新入社員等に対する教育は、入社時等に実施するものとする。

(3)　防災教育の内容は、次によるものとする。

ア　消防計画の周知徹底

イ　火災予防上の遵守事項

ウ　防火管理業務に関する各自の任務及び責任の周知徹底

エ　震災対策に関する事項

オ　ガス漏れ事故防止対策に関する事項

カ　その他火災予防上必要な事項

16　自衛消防訓練
防火管理者は、有事に際し被害を最小限に止めるため、災害事象に対応した措置を迅速適切に行動できるよう、次により消防訓練を実施し技術の練成を図るものとする。　

	訓 練 種 別
	実施月
	訓　  練 　 内　  容

	総　合　訓　練
	月

月
	消火、通報、避難誘導の訓練を連携して実施し、必要
と認める場合は消防機関への指導を要請すること。

	部分訓練
	消火訓練
	月

月
	消火器具の取扱い要領の習熟を図り、初期消火訓練を行う。

	
	通報訓練
	月

月
	消防機関（119）への通報要領及び火災発生時の連絡体制の習熟を図る。

	
	避難訓練
	月

月
	避難誘導要領及び避難器具の設定要領の習熟を図る。


17　訓練事前通報
防火管理者は、自衛消防訓練を実施する場合、「自衛消防訓練通報書」により、訓練を実施する前に消防署へ通報するとともに、その結果を別紙５に記録するものとする。

18　震災予防措置

防火管理者及び火元責任者は、地震時の災害を予防するため、前項までに定めるほか、次の措置を行う。

(1)　建物及び建物に付随する施設物（看板等）及び陳列物件の倒壊、転倒、落下危険の有無の調査
(2)　火気使用設備・器具の転倒、落下防止並びに自動消火装置及び燃料の供給停止装置等についての作動状況の点検
(3)　危険物品、発火性薬品の転倒、落下浸水防止対策
(4)　高所に置かれた重量物の低所への移動
(5)　震災用の備蓄品（※）の確保及び定期点検
（※）例
飲料水、非常用食料（乾パン類）、懐中電灯、携帯ラジオ、医薬品、衣類、毛布、携帯用拡声器、暖房器具、暖房用燃料（灯油・カセットボンベ等）、携帯用カイロ、ビニールシート　
19　地震発生時の安全措置 
地震が発生した場合には、次の措置を講じるものとする。

(1)　地震発生直後は、従業員それぞれは、自身の安全を守ることを第一とする。

(2)　防火管理者又は火元責任者は、直ちに火気使用設備・器具の使用停止及びガス元栓の閉止等を行う。
(3)　火災等の二次災害を防止するために、火気使用設備・器具、危険物施設等について点検を実施する。
20　地震後の安全措置
(1)　出火防止の措置

火元責任者は、火気使用設備・器具の直近にいる従業員からの、出火防止措置を行った事の報告を受けた旨を、防火管理者へ報告する。

(2)　情報の収集

防火管理者は、周辺の被災状況を把握するとともに、情報を積極的に収集しその対策を講じる。
(3)　消火活動
自衛消防隊の任務分担に基づき対応する。
(4)　地震発生時の安全措置及び避難場所　　　　　　　　　　　　　　　を当該対象物に
出入りする全ての者に徹底しておく。
21　ガス漏れ事故対策  
ガス漏れ事故については、防火管理者又は火元責任者は、平素から次の事項について安全対策を講じておくこと。

(1)　ガス設備、器具等の安全管理

ア　ガスを使用するコンロ、湯沸かし器、レンジ等は技術上の基準に適合したものを使用
すること。

イ　ガス機器は、定期的に点検、清掃を行い、ゴム管が老朽又は破損しているものは、即時取り替えること。

ウ　建物内のガス配管系統及び遮断弁の所在位置を確認し、把握するものとし、定期的に
ガス会社の検査を受けること。

エ　始業時，終業時における安全点検を確実に励行すること。

(2)　ガス漏れ事故を発見、又は覚知した場合は、次の措置を講ずるものとする。

ア　直ちにガスの元栓及び器具コックを閉止する。

イ　周辺の居住者および通行者等に通報連絡し、一切の火気使用を禁止する。

ウ　直ちに防災関係機関（消防、警察、ガス会社等）に通報連絡する。

エ　必要最小限の警戒人員を残し、安全な場所に避難する。

22　非常災害発生時に、直ちに連絡がとれるよう、非常呼出簿別紙６を作成する。
23　防火管理業務の委託

この計画に定める防火管理業務の一部を別紙７に記載のとおり委託する。

別紙1
	建物見取図（配置図）及び消防用設備の配置図（各階平面図）

	 避難経路図（各階平面図） 

※既製の図面がある時は、それを添付してもよい。　


別紙2
	自　衛　消　防　組　織　表

	

















別紙３
	予　防　管　理　組　織　表

	























別紙4
	各　種　点　検　実　施　結　果　記　録

	実施年月日
	点　検　場　所
	点　検　結　果
	処　　　置
	実施

者印

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


別紙5

	消　防　訓　練・防　火　教　育　の　実　施　結　果　記　録

	実施年月日
	種　　　　　別
	特　　記　　事　　項
	参加人員

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


別紙6
	非　常　災　害　呼　出　名　簿

	氏名
	所属及び職名
	防火管理組織

上の職名
	連絡先（住所・電話・連絡方法）

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


別紙7
防火管理業務委託状況表


（　　年　　月　　日現在）

	委　託　方　式
	□　常駐　□　巡回　□　遠隔移報　□　常駐･遠隔　□　巡回・遠隔

	防火対象物
	名称

所在地
	ＴＥＬ（　　　　）　　　－　　　　　　

	
	管理権原者

氏名
	
	防火管理者

氏　　　名
	

	委託者関係事項
	受託者の氏名

及び住所


法人等にあっては名称及び主たる事務所の所在地
	氏名(名称)

住所（所在地）

ＴＥＬ（　　　　）　　　－　　　　　　

	
	
	担当事務所
ＴＥＬ（　　　　）　　　－　　　　　　

	
	委託者の行う防火管理業務の範囲


	□ 火気使用個所の点検等監視業務

□ 火災異常の遠隔監視及び現場確認業務

□ 避難又は防火上必要な構造及び設備の維持管理

□ 火災が発生（発見）した場合の初動措置

□ 初期消火　　　□ 通報連絡　　　□ 避難誘導

□ その他　（　　　　　　　　　　　　　　　）

□ 周囲の可燃物の管理

□ その他
　

	
	委託者の行う防火管理業務の方法
	委託区域
	

	
	
	常駐場所
	ＴＥＬ（　　　　）　　　－　　　　　

	
	
	従事区分
	□　終日
	□　就業中
	□　就業外

	
	
	常駐人員
	
	
	

	
	
	従事時間帯
	
	：　～　：
	：　～　：

	
	
	巡回人員
	（　　）
	巡回回数
	（　　）

	
	要員待機場所
	
	到着所要時間
	分


１．該当する項目の□に✓印を付すこと。

２．記載事項については具体的に記入する事。　

３．不明な事項については消防署に問い合わせて下さい。
事業所・テナント名称





〔　　　　　　〕








　　　　　　　　年　　　　月





消防計画





通　報　　





通 報 班





連　絡　　





誘　導　　





非常口　　





誘 導 班








避難器具　　





救　助　　





消火器　　





自衛消防隊長（　　　　　　　　　　　　）





自衛消防副隊長（　　　　　　　　　　　）





屋内消火栓　　








消 火 班





消防隊誘導係　　





防護措置係　　





救護係　　





搬出警戒係　　





夜間防火担当責任者係　　





火元責任者（　　　階）








火元責任者（　　　階）








火元責任者（　　　階）








火元責任者（　　　　）








火元責任者（　　　　）








防火管理者





管理権原者





自主点検責任者（建築物）








自主点検責任者（火気使用設備・器具）








自主点検責任者（電気設備）








自主点検責任者（危険物施設等）








自主点検責任者（消防用設備等）








建築物点検者　
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